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問１ 

 ＣＦＰ認定者にとって業務を行ううえで留意しなければならないのが、関連業法等の順守です。以

下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題１） 
 

（設問Ａ）以下の文章は、ＣＦＰ認定者のあるべき姿を規範的に示した、特定非営利活動法人日本フ

ァイナンシャル・プランナーズ協会の「ＣＦＰ認定者の倫理原則」の抜粋である。文章の

空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

【第２原則】誠実性  

誠実性をもって専門的サービスを提供しなければならない。  

誠実であるためには、専門家としてのすべての行動において正直であり（ ア ）であることが必

要である。ＣＦＰ認定者は、顧客から信頼される立場にあり、こうした信頼の基となるのは、人

間としての誠実さである。誠実性という表現に関する法律上の見解の相違は許されるが、原則の軽

視及び虚偽は許されない。ＣＦＰ認定者は、誠実であるために、倫理原則の文面だけでなくその

精神に従うことが求められる。 

 

【第４原則】公平性 

専門家としてのすべての関係において、公平で道理をわきまえていなければならない。また、

（ イ ）を開示し、管理しなければならない。  

公平であるためには、業務契約についての情報を顧客に提供することが必要であり、重要な

（ イ ）の開示が求められる。ＣＦＰ認定者は、適切な利害関係の下、自らの感情、偏見及び

欲求を抑制することも必要である。公平性の原則を順守するために、ＣＦＰ認定者は、自らがそ

う扱われたいと思う方法で他人を扱わなければならない。 

 

【第６原則】専門的力量 

専門的力量に満ちたサービスを提供するために、必要な能力、スキル及び知識を維持しなければな

らない。 

専門的力量を得るためには、顧客に専門的サービスを提供するために適切な水準の能力、スキル及

び知識を習得し、それらを維持することが必要である。ＣＦＰ認定者は、自身の限界を認識し、

どのような場合に他の専門家に相談することが適切であるか、どのような場合に他の専門家を紹介

することが必要であるかを判断することも求められる。ＣＦＰ認定者は、専門的力量を得るため

に継続的に学習し、（ ウ ）に努めなければならない。 

 

１．（ア）公平無私 （イ）業務経歴 （ウ）専門知識の習得 

２．（ア）公平無私 （イ）利益相反 （ウ）実務能力の向上 

３．（ア）厳正中立 （イ）業務経歴 （ウ）実務能力の向上 

４．（ア）厳正中立 （イ）利益相反 （ウ）専門知識の習得 
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（問題２） 
 

（設問Ｂ）関連業法の順守に関する次の記述の適不適の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

（ア）日本証券業協会の外務員資格試験に合格したＦＰが外務員として業務を行う場合は、日本証券業

協会へ外務員登録申請を行い登録を受ける必要がある。 

（イ）弁護士ではないＦＰ（成年者）は、遺言者や公証人との利害関係がなければ、当該遺言者の公正

証書遺言の作成に当たり証人となることができる。 

（ウ）特定社会保険労務士ではないＦＰは、労働トラブルのＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）における顧

客の手続きの代理を行うことができる。 

 

１．（ア）は適切であるが、（イ）および（ウ）は不適切。 

２．（イ）は適切であるが、（ア）および（ウ）は不適切。 

３．（ア）および（イ）は適切であるが、（ウ）は不適切。 

４．（イ）および（ウ）は適切であるが、（ア）は不適切。 
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問２ 

 ＣＦＰ認定者にとって、ライフプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集しておくことは

大切です。以下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題３） 
 

（設問Ａ）年金生活者支援給付金の支給に関する法律に基づく年金生活者支援給付金に関する次の記述

のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載のない事項については、年金生活者支援給

付金の支給要件を満たしているものとする。 

 

１．年金生活者支援給付金は、日本国内に住所を有しない人には支給されない。 

２．老齢基礎年金を繰り上げて受給している人が老齢年金生活者支援給付金を請求できるのは、

６５歳に達した日以降である。 

３．老齢年金生活者支援給付金は、所得税の計算上、非課税である。 

４．障害年金生活者支援給付金および遺族年金生活者支援給付金は、本人およびその人と同一世

帯の全員が市町村民税非課税であることが支給要件である。 

 

（問題４） 
 

（設問Ｂ）障害者の雇用の促進等に関する法律に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．常時雇用する労働者が１０人以上の事業主は、障害者を１人以上雇用する義務がある。 

２．法定雇用率の算定の対象となる障害者に、精神障害者は含まれない。 

３．パートタイマーは、週の所定労働時間や雇用期間にかかわらず、法定雇用障害者数の算定の

基礎となる労働者数に含まれない。 

４．常時雇用する労働者が１００人を超える事業主が法定雇用率を満たしていない場合は、法定

雇用障害者数に不足する障害者数に応じて、障害者雇用納付金が徴収される。 
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問３ 

 会社員のパーソナルファイナンスに関する以下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、設問Ａ、Ｂについては以下の＜資料＞に基づいて解答してください。 

 

＜資料＞ 
 

【収入に関する事項】 

◯給与収入（年間・手取り） 

馬場 洋一さん（本人・会社員）：現在４１０万円 

馬場 美紀さん（妻・会社員）：現在３８０万円 
 

【支出に関する事項】 

◯基本生活費：年間３６０万円 

◯住宅関連費：持ち家（戸建て） 

住宅ローン：金利年２.０％（全期間固定） 

元利均等返済（ボーナス返済なし） 

年間返済額１８０万円 

債務者は洋一さんで７０歳時に完済予定 

固定資産税等：年間１５万円 

◯教育費 

長男：公立高校に在学中であり、大学は私立理系（四年制）への進学を予定している。 

長女：公立中学校に在学中であり、高校は私立、大学は私立文系（四年制）への進学を予定して

いる。 

 
中学校 高校 大学 

公立 私立 公立 私立 私立文系 私立理系 

年間教育費 ４０万円 １１０万円 ４０万円 ９０万円 ８５万円 １２０万円 

入学一時金 １０万円 ４０万円 １５万円 ３５万円 ３０万円 ３０万円 

◯保険料：年間３６万円 

◯自動車関連費 

維持費：年間２５万円 

買替え：２０３２年に３５０万円 

車検：２０２４年、２０２６年、２０２８年、２０３０年、２０３５年、２０３７年に車検を行

う。費用は１回当たり１５万円 

◯その他支出：年間３０万円 

◯一時的支出 

家族旅行：２０２８年、２０３５年にそれぞれ５０万円 
 

【留意事項】 

・ キャッシュフロー表の同一の欄に計上する項目が複数ある場合、それらの合計額に変動率を適

用し算出した金額によること。 

・ ＜資料＞の金額はすべて２０２３年（基準年）時点の現在価値である。 
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＜現状のキャッシュフロー表＞ （単位：万円） 
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
西暦（年） ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ 

家
族
・
年
齢 

馬場 洋一 本人 ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ 
   美紀 妻 ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ 
   浩太 長男 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ 
   由紀 長女 １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 

ライフイベント 
 

 
長女 

高校入学 

長男 

大学入学 
 

長女 

大学入学 
家族旅行 長男就職   

変動率 

収
入 

給与収入（本人） １.０％ ４１０ ４１４ ４１８ ４２２ ４２７ ４３１ ４３５ ４４０ 
給与収入（妻） １.０％ ３８０ ３８４       

収入合計 － ７９０ ７９８       

支
出 

基本生活費 １.０％ ３６０ ３６４ ３６７ ３７１ ３７５    
住宅関連費 ０.０％ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ 
教育費（長男） １.０％ ４０ ４０       
教育費（長女） １.０％ ４０ １２６       
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 １.０％ ２５ ４０ ２６      
その他支出 １.０％ ３０ ３０ ３１      
一時的支出 １.０％ ０ ０ ０      

支出合計 － ７２６ ８３１ ９００      
年間収支 － ６４ ▲３３ ▲９４  ( ア )    
預貯金等残高 １.０％ ８００ ７７５ ６８９    ５０３ ５７２ 

 

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 
西暦（年） ２０３１ ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７ ２０３８ 

家
族
・
年
齢 

馬場 洋一 本人 ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ ６０ 
   美紀 妻 ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ ６０ ６１ 
   浩太 長男 ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１ ３２ 
   由紀 長女 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 

ライフイベント 
 

長女就職 
自動車 

買替え 
  家族旅行     

変動率 

収
入 

給与収入（本人） １.０％ ４４４ ４４８ ４５３ ４５７ ４６２ ４６７ ４７１ ４７６ 
給与収入（妻） １.０％  ４１６ ４２０ ４２４ ４２８ ４３２ ４３７ ４４１ 

収入合計 －  ８６４ ８７３ ８８１ ８９０ ８９９ ９０８ ９１７ 

支
出 

基本生活費 １.０％     ４０６ ４１０ ４１４ ４１８ 
住宅関連費 ０.０％ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ 
教育費（長男） １.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
教育費（長女） １.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 １.０％      ２８ ４６ ２９ 
その他支出 １.０％      ３４ ３４ ３５ 
一時的支出 １.０％    ０ ５６ ０ ０ ０ 

支出合計 －    ６９４ ７７２ ７０３ ７２５ ７１３ 
年間収支 －    １８７ １１８ １９６ １８３ ２０４ 
預貯金等残高 １.０％ ７５３ ( イ )  ９４０ １,０６７ １,２７４ １,４７０ １,６８９ 

※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。 
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。
ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。 

※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。 
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（問題５） 
 

（設問Ａ）馬場さん夫婦は、将来の資金設計についてＣＦＰ認定者に相談し、キャッシュフロー表を

作成してもらうことにした。現状のキャッシュフロー表中の空欄（ア）、（イ）にあてはまる

金額の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、

電卓にて計算すること。 

 

１．（ア）▲８６ （イ）５５７ 

２．（ア）▲８６ （イ）５８４ 

３．（ア）▲５４ （イ）５５７ 

４．（ア）▲５４ （イ）５８４ 

 

（問題６） 
 

（設問Ｂ）馬場さん夫婦は、変動率がキャッシュフローに与える影響についてＣＦＰ認定者に質問を

した。ＣＦＰ認定者は家計の条件は変えず、変動率のみを１.０％から１.５％に変更した

キャッシュフロー表を作成した。７年後（２０３０年）の預貯金等残高の差額（見直し後の

預貯金等残高（ウ）から現状の預貯金等残高を差し引いた額）として、正しいものはどれか。

なお、計算に当たっては係数表を使用せず、電卓にて計算すること。 

 

１．１６万円 

２．５２万円 

３．５５万円 

４．７１万円 
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＜見直し後のキャッシュフロー表＞ （単位：万円） 
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
西暦（年） ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９ ２０３０ 

家
族
・
年
齢 

馬場 洋一 本人 ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ 
   美紀 妻 ４６ ４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ 
   浩太 長男 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ 
   由紀 長女 １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 

ライフイベント 
 

 
長女 

高校入学 

長男 

大学入学 
 

長女 

大学入学 
家族旅行 長男就職   

変動率 

収
入 

給与収入（本人） １.５％ ４１０ ４１６ ４２２ ４２９ ４３５ ４４２ ４４８ ４５５ 
給与収入（妻） １.５％ ３８０ ３８６ ３９１ ３９７ ４０３ ４０９ ４１６ ４２２ 

収入合計 － ７９０ ８０２ ８１３ ８２６ ８３８ ８５１ ８６４ ８７７ 

支
出 

基本生活費 １.５％ ３６０ ３６５ ３７１ ３７６ ３８２    
住宅関連費 ０.０％ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ 
教育費（長男） １.５％ ４０ ４１       
教育費（長女） １.５％ ４０ １２７       
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 １.５％ ２５ ４１ ２６      
その他支出 １.５％ ３０ ３０ ３１      
一時的支出 １.５％ ０ ０ ０      

支出合計 － ７２６ ８３５ ９０７      
年間収支 － ６４ ▲３３ ▲９４      
預貯金等残高 １.５％ ８００ ７７９ ６９７    ５４４ ( ウ ) 

 

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ 
西暦（年） ２０３１ ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７ ２０３８ 

家
族
・
年
齢 

馬場 洋一 本人 ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ ６０ 
   美紀 妻 ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ ６０ ６１ 
   浩太 長男 ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１ ３２ 
   由紀 長女 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 

ライフイベント 
 

長女就職 
自動車 

買替え 
  家族旅行     

変動率 

収
入 

給与収入（本人） １.５％ ４６２ ４６９ ４７６ ４８３ ４９０ ４９８ ５０５ ５１３ 
給与収入（妻） １.５％ ４２８ ４３４ ４４１ ４４８ ４５４ ４６１ ４６８ ４７５ 

収入合計 － ８９０ ９０３ ９１７ ９３１ ９４４ ９５９ ９７３ ９８８ 

支
出 

基本生活費 １.５％ ４０６ ４１２ ４１８ ４２４ ４３０ ４３７ ４４３ ４５０ 
住宅関連費 ０.０％ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ １９５ 
教育費（長男） １.５％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
教育費（長女） １.５％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
保険料 ０.０％ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ ３６ 
自動車関連費 １.５％      ３０ ４９ ３１ 
その他支出 １.５％      ３６ ３７ ３８ 
一時的支出 １.５％ ０ ０ ０ ０ ６０ ０ ０ ０ 

支出合計 －    ７１９ ８０５ ７３４ ７６０ ７５０ 
年間収支 －    ２１２ １３９ ２２５ ２１３ ２３８ 
預貯金等残高 １.５％    １,０７５ １,２３０ １,４７３ １,７０８ １,９７２ 
※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。 
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。
ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。 

※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。 
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（問題７） 
 

（設問Ｃ）生駒さんは２０２８年３月末に定年退職を迎え、退職一時金を受け取る。定年後の５年間は、

雇用形態は変わるものの引き続き就労して、２０３３年３月末にリタイアする予定である。

生駒さんはリタイア後の生活資金を準備するため、２０２４年４月１日から資金運用を開始

する。リタイア後の２０３３年４月１日以降は、退職一時金と蓄えた資金を、複利運用しな

がら取り崩して生活費および住宅のリフォーム費用に充てたいと考えている。以下の＜条

件＞に基づく場合、２０２４年４月１日から２０２８年３月末までの４年間、毎年３月末に

積み立てるべき一定金額（最少額）として、正しいものはどれか。なお、運用益についての

税金等は考慮しないものとする。また、計算に当たっては、次の係数表を乗算で使用し、計

算過程で端数が生じた場合は円未満を四捨五入し、解答に当たっては万円未満を切り上げる

こと。 

 

＜条件＞ 
 

［リタイア前］ 

・ 自助努力で準備した老後のための資金５００万円（２０２４年３月末時点）を、２０２４年

４月１日から２０３３年３月末までの９年間、年利２.０％で複利運用する。 

・ ２０２８年３月末に受け取る退職一時金１,８００万円（手取り額）を、２０２８年４月１日

から２０３３年３月末までの５年間、年利１.５％で複利運用する。 

・ ２０２４年４月１日から２０２８年３月末までの４年間、毎年３月末に一定金額を積み立て

ながら、年利１.５％で複利運用し、積み立てた金額を２０２８年４月１日から２０３３年３

月末までの５年間、年利１.５％で複利運用する。 

・ ２０２８年４月１日から２０３３年３月末までの５年間、毎年３月末に５０万円を積み立て

ながら、年利１.５％で複利運用する。 

 

［リタイア後］ 

・ ２０３３年４月１日から２０４３年３月末までの１０年間、蓄えた資金を年利１.５％で複利

運用しながら、毎年３月末に１２０万円ずつ取り崩す。 

・ ２０４３年４月１日から２０６３年３月末までの２０年間、蓄えた資金を年利１.０％で複利

運用しながら、毎年３月末に９０万円ずつ取り崩す。 

・ ２０３３年４月１日からの５年間、蓄えた資金を年利１.５％で複利運用し、２０３８年３月

末にリフォーム資金として６００万円を取り崩す。 
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＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数］ ［現価係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 １.０４１ １.０６１ １.０８２   ４年 ０.９６１ ０.９４２ ０.９２４ 

 ５年 １.０５１ １.０７７ １.１０４   ５年 ０.９５１ ０.９２８ ０.９０６ 

 ９年 １.０９４ １.１４３ １.１９５   ９年 ０.９１４ ０.８７５ ０.８３７ 

１０年 １.１０５ １.１６１ １.２１９  １０年 ０.９０５ ０.８６２ ０.８２０ 

２０年 １.２２０ １.３４７ １.４８６  ２０年 ０.８２０ ０.７４２ ０.６７３ 

 

［年金終価係数］ ［年金現価係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 ４.０６０ ４.０９１ ４.１２２   ４年 ３.９０２ ３.８５４ ３.８０８ 

 ５年 ５.１０１ ５.１５２ ５.２０４   ５年 ４.８５３ ４.７８３ ４.７１３ 

 ９年 ９.３６９ ９.５５９ ９.７５５   ９年 ８.５６６ ８.３６１ ８.１６２ 

１０年 １０.４６２ １０.７０３ １０.９５０  １０年 ９.４７１ ９.２２２ ８.９８３ 

２０年 ２２.０１９ ２３.１２４ ２４.２９７  ２０年 １８.０４６ １７.１６９ １６.３５１ 

 

［資本回収係数］ ［減債基金係数］ 

期間 １.０％ １.５％ ２.０％  期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 

 ４年 ０.２５６ ０.２５９ ０.２６３   ４年 ０.２４６ ０.２４４ ０.２４３ 

 ５年 ０.２０６ ０.２０９ ０.２１２   ５年 ０.１９６ ０.１９４ ０.１９２ 

 ９年 ０.１１７ ０.１２０ ０.１２３   ９年 ０.１０７ ０.１０５ ０.１０３ 

１０年 ０.１０６ ０.１０８ ０.１１１  １０年 ０.０９６ ０.０９３ ０.０９１ 

２０年 ０.０５５ ０.０５８ ０.０６１  ２０年 ０.０４５ ０.０４３ ０.０４１ 

 

１．５９万円 

２．６２万円 

３．６６万円 

４．７１万円 
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問４ 

 住宅取得や教育に係る資金設計等に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。 

 

（問題８） 
 

（設問Ａ）柴田さんは、以下の＜住宅ローン＞について返済額軽減型の繰上げ返済を検討中である。借

入れから１０年経過した時点（返済回数１２０回終了後）で、残存期間に適用される金利が

年３.００％となった場合、毎月の返済額が当初の１０年間と変わらないようにするために

必要な繰上げ返済額として、正しいものはどれか。なお、繰上げ返済の手数料等については

考慮しないこと。また、計算に当たっては、次の係数表を乗算で使用し、計算過程で端数が

生じた場合は円未満を四捨五入し、繰上げ返済額は万円未満を切り上げること。 

 

＜住宅ローン＞ 

借入金利：年１.５０％（当初１０年間固定） 

返済方法：元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし） 

返済期間：３５年（返済回数４２０回） 

借 入 額：２,５００万円 

※当初の一定期間に適用される金利のみが決まっている元利均等返済の住宅ローンの当初の一定

期間の返済額（元利合計）は、当初の一定期間に適用される金利が完済まで適用されるものと

して計算される。 

 

＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。 

［終価係数（１ヵ月用）］ ［現価係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％ ３.００％  期間 １.５０％ ３.００％ 

１０年 １.１６０５４ １.３４３９２  １０年 ０.８６１６７ ０.７４４０９ 

２５年 １.４５０９５ ２.０９３７８  ２５年 ０.６８９２１ ０.４７７６１ 

３５年 １.６８３８８ ２.８１３８６  ３５年 ０.５９３８７ ０.３５５３８ 

 

［年金終価係数（１ヵ月用）］ ［年金現価係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％ ３.００％  期間 １.５０％ ３.００％ 

１０年 １２８.４３２６４ １３７.５６６５６  １０年 １１０.６６６１６ １０２.３６２４０ 

２５年 ２６０.７５６２４ ３３７.５１１１２  ２５年 ２４８.６３５３２ ２０８.９５７８０ 

３５年 ４４７.１０５０８ ５２５.５４４９６  ３５年 ３２４.９０７０８ ２５７.８４６６４ 

 

［資本回収係数（１ヵ月用）］ ［減債基金係数（１ヵ月用）］ 

期間 １.５０％ ３.００％  期間 １.５０％ ３.００％ 

１０年 ０.００９０４ ０.００９７７  １０年 ０.００７７９ ０.００７２７ 

２５年 ０.００４０２ ０.００４７９  ２５年 ０.００２７７ ０.００２２９ 

３５年 ０.００３０８ ０.００３８８  ３５年 ０.００１８３ ０.００１３８ 
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１．１８２万円 

２．３０６万円 

３．５９２万円 

４．７５７万円 

 

（問題９） 
 

（設問Ｂ）住宅ローンの「フラット３５」に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．夫と妻が共有名義で一戸の住宅を購入する場合、夫と妻はそれぞれの名義で借入れして返済

することができる。 

２．申込者と申込者の子が親子リレー返済をする場合、申込者の子を借入れ当初から連帯債務者

としなければならない。 

３．新築する住宅の一部を申込者の個人事業の事務所として使用する場合、事務所部分に係る建

設費については、借入れの対象とならない。 

４．土地を購入した後に住宅を新築する場合、住宅の建設費に対する借入れよりも前に土地の購

入費に対する借入れを行うことはできない。 

 

（問題１０） 
 

（設問Ｃ）下表の４人のうち、２０２３年分の所得税について住宅借入金等特別控除（以下「住宅ロー

ン控除」という）の適用を受けることができる人の組み合わせとして、最も適切なものはど

れか。なお、記載のない事項については、住宅ローン控除の適用要件を満たしているものと

する。 

 

Ａさん 
２０２２年８月５日に住宅ローンを借り入れて住宅を購入したが、子どもの学校の都

合で、２０２３年３月２５日から居住を開始した。 

Ｂさん 

２０２３年２月２２日に住宅ローンを借り入れて店舗付き住宅を建設し、同年４月

２７日に居住を開始した。家屋の床面積は住宅部分が５５ｍ2、店舗部分が６０ｍ2であ

る。 

Ｃさん 

２０２３年１０月１０日に住宅ローンを借り入れて登記簿上の建築日付が１９８５年

の中古住宅を購入し、同年１１月８日に居住を開始した。なお、耐震基準適合証明書

は取得していない。 

Ｄさん 

２０１８年に住宅を建設し、２０２０年分までは住宅ローン控除の適用を受けていた

が、勤務先からの転勤命令により、２０２１年４月から家族とともに転居し、その家

屋を居住の用に供しなくなった。２０２３年４月からは転居先から戻り、再び家族と

ともにその家屋を居住の用に供している。なお、その家屋は２０２２年１２月まで賃

貸していた。 

 

１．ＡさんとＢさん 

２．ＣさんとＤさん 

３．ＡさんとＢさんとＣさん 

４．ＢさんとＣさんとＤさん 
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（問題１１） 
 

（設問Ｄ）日本政策金融公庫の教育一般貸付（国の教育ローン）に関する次の記述のうち、最も適切な

ものはどれか。 

 

１．学生・生徒の叔母は、申込人になることはできない。 

２．融資対象となる学校は、中学校卒業以上の人を対象とする修業年限が１年以上の教育施設に

限られる。 

３．扶養する子どもの人数が３人以上で、給与所得以外に所得がなく世帯の年収が５００万円以

内の人には、借入金利の優遇措置のほか、教育資金融資保証基金の保証を受ける場合の保証

料を通常の２分の１とする優遇措置が設けられている。 

４．貸出金利は、変動金利または固定金利のいずれかを選択することができる。 

 

（問題１２） 
 

（設問Ｅ）大場さんは、２０２３年５月に海外旅行代金２０万円、同年７月にギターの購入代金１０万

円の支払いにクレジットカードを利用し、いずれもリボルビング払いにより返済している。

大場さんの返済に係る下表の空欄（ア）にあてはまる数値として、正しいものはどれか。な

お、利息の計算に当たっては月割計算し、円未満の端数は切り捨てること。 

 

＜返済条件＞ 

利息：前月末の残高に対して年利１２％ 

毎月返済額：３万円（元利定額払い） 

 

＜元利定額リボルビング払い返済表＞ （単位：円) 

返済年月 返済額 
 

月末残高 
利息 元金 

２０２３年５月 － － － ２００,０００ 

６月 ３０,０００    

７月 ３０,０００    

８月 ３０,０００   （ ア ） 

※問題作成の都合上、表の一部を空欄にしてある。 

 

１．２１５,１５７ 

２．２１５,２４８ 

３．２１６,１５７ 

４．２１７,０００ 
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（問題１３） 
 

（設問Ｆ）国民生活センターに設置されている紛争解決委員会に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。 

 

１．紛争解決委員会が扱う重要消費者紛争とは、特定適格消費者団体が共通義務確認の訴えを提

起することができるもの、および国民生活センターが指定するものである。 

２．紛争解決委員会の仲裁委員による仲裁判断に不服がある場合でも、原則として不服申立てを

行うことはできない。 

３．紛争解決委員会は、和解または仲裁判断で定められた義務について権利者の申出があり、相

当と認めるときは、その義務を履行するよう、義務者に勧告することができる。 

４．紛争解決委員会への仲裁の申請は、当事者の一方のみで行うことはできない。 
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問５ 

 働き方とその関連法令等に関する以下の設問Ａ～Ｇについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。 

 

（問題１４） 
 

（設問Ａ）労働基準法に基づく割増賃金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．月６０時間を超える法定時間外労働の割増賃金率は原則として５０％以上であるが、一定の

中小企業の割増賃金率は２５％以上である。 

２．深夜（２２時～５時）の時間帯に月６０時間を超える法定時間外労働を行わせた場合の割増

賃金率は、７０％以上である。 

３．月６０時間の時間外労働時間の算定には、法定休日に行った労働時間を含める。 

４．月６０時間を超える法定時間外労働を行わせた場合、労使協定を締結することで、引上げ分

の割増賃金の支払いに代えて有給の休暇（代替休暇）を付与することができる。 
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（問題１５） 
 

（設問Ｂ）荒木さん（３４歳）は、２０２３年６月末日に１２年間継続勤務していたＺＡ株式会社を自

己都合により退職し、７月に求職の申込みを行った。以下の＜資料＞に基づいて計算した荒

木さんに支給される雇用保険の基本手当の日額として、正しいものはどれか。なお、荒木さ

んはこれまで基本手当を受けたことはない。また、賃金日額および基本手当の日額に端数が

生じた場合は、円未満を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［荒木さんの２０２２年１２月から２０２３年６月までの給与等の状況］ （単位：円) 

月別実出勤日数 基本給 皆勤手当 時間外手当 通勤手当 

１２月分 ２０日 ２６０,０００ １０,０００ ３３,０００ １０,０００ 

１月分 １９日 ２６０,０００ １０,０００ ３０,０００ １０,０００ 

２月分 １９日 ２６０,０００ １０,０００ ２７,０００ １０,０００ 

３月分 ２２日 ２６０,０００ １０,０００ ３３,０００ １０,０００ 

４月分 ５日 ６５,０００ － － － 

５月分 ２０日 ２６０,０００ １０,０００ ２７,０００ １０,０００ 

６月分 ２２日 ２６０,０００ １０,０００ ３０,０００ １０,０００ 

合計 １２７日 １,６２５,０００ ６０,０００ １８０,０００ ６０,０００ 

※荒木さんは４月に持病の手術を理由として入院し、３週間欠勤している。欠勤開始時点で年次有

給休暇の残日数はなく、４月分の給与は基本給のみを日割り計算したものに基づく。 

※その他の支給額：賞与（１２月１０日）  ３００,０００円 

退職金（６月末日） ２,５００,０００円 

※賃金締切日は月の末日、賃金支払日は当月末日であるものとする。 

※便宜上、実出勤日数と賃金支払基礎日数は同じであるものとする。 

 

［基本手当の日額の計算式（離職時の年齢が３０歳以上４５歳未満）］ 

賃金日額（Ｗ） 基本手当の日額 

 ２,６５７円以上  ５,０３０円未満 ０.８Ｗ 

 ５,０３０円以上 １２,３８０円以下 ０.８Ｗ－０.３｛（Ｗ－５,０３０）／７,３５０｝Ｗ 

１２,３８０円超  １５,１９０円以下 ０.５Ｗ 

１５,１９０円（上限額）超 ７,５９５円（上限額） 

 

１．５,６４６円 

２．６,０２９円 

３．６,３９３円 

４．７,５９５円 
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（問題１６） 
 

（設問Ｃ）ＱＡ株式会社に勤務する池谷さんは、２０２３年６月末日に６０歳の定年を迎えた後も会社

の継続雇用制度を利用して働いている。以下の＜資料＞に基づいて計算した池谷さんの雇用

保険の高年齢雇用継続基本給付金の金額として、正しいものはどれか。なお、記載のない事

項については、高年齢雇用継続基本給付金の支給要件を満たしているものとする。また、賃

金低下率は表示単位の小数点以下第３位を四捨五入、支給額は円未満を切り捨てるものとす

る。 

 

＜資料＞ 
 

［池谷さんのデータ］ 

６０歳到達時の賃金月額：５９０,０００円  

支給対象月に支払われた賃金額：３５６,０００円 

 

［高年齢雇用継続基本給付金の支給額の計算式］ 

・ 賃金低下率（※）が６１％未満の場合 

支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×１５％ 

・ 賃金低下率（※）が６１％以上７５％未満の場合 

支給額＝－
 １８３ 

２８０
×支給対象月に支払われた賃金額＋

 １３７.２５ 

２８０
×６０歳到達時の賃金月額 

（※）賃金低下率（％）＝
 支給対象月に支払われた賃金額 

６０歳到達時の賃金月額
×１００ 

 

［高年齢雇用継続基本給付金の限度額等］ 

賃金月額の上限額 ４７８,５００円 

支給限度額 ３６４,５９５円 

最低限度額 ２,１２５円 

 

１．     ０円 

２． １,８７９円 

３． ２,１２５円 

４．４４,８０５円 
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（問題１７） 
 

（設問Ｄ）ＫＡ株式会社に勤務する住吉さんは、２０２３年９月１日の就業中に業務上の災害により負

傷し、同日より療養のため休業した。以下の＜資料＞に基づき、住吉さんが受給することが

できる労働者災害補償保険の休業補償給付および休業特別支給金の合計額として、正しいも

のはどれか。なお、休業補償給付の支給要件はすべて満たしているものとする。また、解答

に当たっては、給付基礎日額は円未満を切り上げ、休業補償給付日額および休業特別支給金

日額は円未満を切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［住吉さんの２０２３年６月から８月までの給与等の状況］ 

支払月 総日数 実出勤日数 基本給 時間外手当 通勤手当 

６月 ３０日 ２２日 ２８０,０００円 １０,０００円 ２０,０００円 

７月 ３１日 ２０日 ２８０,０００円 １０,０００円 ２０,０００円 

８月 ３１日 ２２日 ２８０,０００円 ０円 ２０,０００円 

合計 ８４０,０００円 ２０,０００円 ６０,０００円 

※上記に記載のないものの支給はなく、賃金締切日は月の末日であるものとする。 

※ＫＡ社の公休日は、土曜日・日曜日・祝日である。 

※休業特別支給金は、給付基礎日額の２０％相当額が支給されるものとする。 

 

［住吉さんのデータ］ 

・ 休業期間は、２０２３年９月１日（金）から１０月１日（日）までの３１日間。 

・ 休業期間における賃金の支払いはなく、私傷病による休暇は取得していない。 

・ 複数事業労働者ではなく、同一の支給事由に基づく障害厚生年金等は受給していない。 

 

［給付基礎日額の計算式］ 

給付基礎日額＝
 算定事由発生日（賃金締切日がある場合は直前の賃金締切日）以前３ヵ月間の賃金総額 

その３ヵ月間の総日数
 

 

１．２０４,５１２円 

２．２２４,０００円 

３．２４１,５００円 

４．２４８,０００円 
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（問題１８） 
 

（設問Ｅ）労働者災害補償保険の複数事業労働者への給付に関する次の記述の適不適の組み合わせとし

て、正しいものはどれか。 

 

（ア）１つの就業が労働契約関係にあって、もう１つの就業が特別加入者である場合は、複数事業労働

者として給付の対象とはならない。 

（イ）複数事業労働者の労災認定は、１つの事業場のみで業務災害と判断できる場合でも、複数業務要

因災害となる。 

（ウ）複数事業労働者の給付基礎日額は、１つの事業場のみで労災認定された場合でも、すべての事業

ごとに算定した給付基礎日額に相当する額を合算した額を基礎として決定される。 

 

１．（ア）および（イ）は適切であるが、（ウ）は不適切。 

２．（イ）および（ウ）は適切であるが、（ア）は不適切。 

３．（ア）は適切であるが、（イ）および（ウ）は不適切。 

４．（ウ）は適切であるが、（ア）および（イ）は不適切。 

 

（問題１９） 
 

（設問Ｆ）育児・介護休業法に基づく出生時育児休業（以下「産後パパ育休」という）および雇用保険

法に基づく出生時育児休業給付金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．産後パパ育休は、原則として子の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期

間内に４週間を限度として、分割して２回まで取得することができる。 

２．出生時育児休業給付金は、原則として産後パパ育休の開始日前２年間に、みなし被保険者期

間が通算して１２ヵ月以上ある場合に支給される。 

３．所定の項目について労使協定を締結すれば、産後パパ育休を取得している期間中に労使が合

意した範囲で就業することができる。 

４．産後パパ育休を取得した場合は、その休業終了後において、原則として子が１歳に達する日

まで取得可能である育児休業を、取得することができない。 
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（問題２０） 
 

（設問Ｇ）育児・介護休業法に基づく介護休業および雇用保険法に基づく介護休業給付金に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．介護休業を取得することができる対象家族には、同居をしていない兄弟姉妹は含まれない。 

２．期間を定めて雇用される労働者は、介護休業開始予定日から起算して９３日を経過する日か

ら６ヵ月を経過する日までに、その労働契約が満了することが明らかでない人に限り、介護

休業の申出をすることができる。 

３．介護休業給付金の支給単位期間に賃金が支払われた場合、賃金の額が休業開始時賃金日額に

支給日数を乗じた額の１００分の８０に相当する額以上であるときは、その賃金が支払われ

た支給単位期間について介護休業給付金は支給されない。 

４．介護休業期間中に賃金が支払われなかった場合の介護休業給付金の支給額は、支給単位期間

ごとに、休業開始時賃金日額に支給日数を乗じた額の１００分の６７に相当する額である。 
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問６ 

 社会保険の適用や給付等に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。 

 

（問題２１） 
 

（設問Ａ）個人事業主の青山京太さんは、妻と子の４人でＨＯ市に居住している。以下の＜資料＞に基

づく京太さんが支払う２０２３年度分の国民健康保険料の世帯合計額（年額）として、正し

いものはどれか。なお、保険料の減免措置の適用はないものとする。また、計算に当たって

は、医療分、後期高齢者支援金等分、介護分のそれぞれの世帯合計額について、百円未満を

切り捨てること。 

 

＜資料＞ 
 

［青山さん家族のデータ］ 

氏名 続柄 年齢 備考 

青山 京太 本人（世帯主） ４５歳 前年の総所得金額（事業所得）５１０万円 

青山 麻衣 妻 ４１歳 前年の総所得金額（給与所得） ６８万円 

青山 佑子 長女 １３歳 中学生 

青山 吾郎 長男  ５歳 未就学児 

※家族４人は同一世帯であり、４人はそれぞれＨＯ市の国民健康保険の被保険者である。 

※上記以外の収入はない。 

 

［ＨＯ市の国民健康保険料（年額）］ 

所得割の算定基礎額＝前年の総所得金額等－基礎控除額４３万円 

項目 所得割の率 均等割（１人当たり） 

医療分 ８.５０％ ３１,８５４円 

後期高齢者支援金等分 ３.０４％ １０,５２８円 

介護分 ２.６０％ １８,３０６円 

※医療分と後期高齢者支援金等分は、すべての被保険者について賦課される。 

※介護分は、４０歳以上６５歳未満の被保険者について賦課される。 

※未就学児に係る均等割保険料について、その５割を軽減する。 

※限度額については、考慮しないものとする。 

 

１．８８０,５００円 

２．９０１,７００円 

３．９０７,９００円 

４．９３８,３００円 

 

  



 
2023年度第2回 ライフプランニング・リタイアメントプランニング 

23 ライフプランニング・リタイアメントプランニング ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 

（問題２２） 
 

（設問Ｂ）以下の＜資料＞に基づき、唐沢さん（４１歳）の２０２３年４月の賃金額等に基づいて計算

される健康保険料、厚生年金保険料および雇用保険料の被保険者負担分の合計額として、正

しいものはどれか。なお、記載のない事項については考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［唐沢さんおよびＬＡ株式会社のデータ］ 

・ 唐沢さんはＬＡ社（一般の事業）の正社員で、協会けんぽの被保険者である。 

・ 唐沢さんの２０２３年４月の標準報酬月額は３２０,０００円である。 

・ 唐沢さんの２０２３年４月の賃金総支給額は３１０,０００円である。 

 

［健康保険・厚生年金保険標準報酬月額と保険料の表（被保険者負担分）］ （単位：円） 

標準報酬月額 報酬月額 

健康保険料 

厚生年金保険料 
介護保険第２号被

保険者に該当しな

い場合 

介護保険第２号

被保険者に該当

する場合 

３２０,０００ 
３１０,０００以上 

３３０,０００未満 
１６,０００ １８,９１２ ２９,２８０ 

 

［雇用保険料率］ 

事業の種類 被保険者負担率（①） 事業主負担率（②） 雇用保険料率（①＋②） 

一般の事業 ６／１,０００ ９.５／１,０００ １５.５／１,０００ 

 

１．４７,１４０円 

２．４７,２００円 

３．５０,０５２円 

４．５０,１１２円 
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（問題２３） 
 

（設問Ｃ）以下の＜ケース１＞～＜ケース３＞の人が、２０２３年１０月に介護保険法に基づく介護給

付対象サービス（以下「介護サービス」という）を受けた場合の利用者負担割合に関する次

の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、本設問における利用者負担割合は以下の

＜資料＞によって判定するものとする。また、利用者負担の上限は考慮しないものとし、い

ずれの人も介護サービスを利用する際に介護保険被保険者証と介護保険負担割合証を提示し

ているものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［ＹＨ市における介護保険の利用者負担割合］ 

 

 

※世帯合算とは、６５歳以上の人が２人以上いる世帯の、６５歳以上の人の所得等を合算した金額

である。 

※合計所得金額は前年の所得によるものとし、合計所得金額に対する調整は考慮しないものとする。 

  

６５歳以上で本人が市民税課税 

Ｙｅｓ 

年金収入＋その他の合計所得金額 
 

単身世帯で３４０万円以上 または 

世帯合算（※）で４６３万円以上 

２２０万円以上 

３割 

１６０万円以上 

２２０万円未満 

本人の合計所得金額 

１６０万円未満 

年金収入＋その他の合計所得金額 
 

単身世帯で２８０万円以上 または 

世帯合算（※）で３４６万円以上 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

２割 １割 

Ｙｅｓ Ｙｅｓ Ｎｏ 
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＜公的年金等控除額の速算表（６５歳以上)＞ 

公的年金等の収入金額（Ａ） 

公的年金等控除額 

公的年金等に係る雑所得以外の所得

に係る合計所得金額 

１,０００万円 以下 

 ３３０万円 以下 １１０万円 

３３０万円 超 ４１０万円 以下 （Ａ）×２５％＋ ２７.５万円 

４１０万円 超 ７７０万円 以下 （Ａ）×１５％＋ ６８.５万円 

７７０万円 超 １,０００万円 以下 （Ａ）× ５％＋１４５.５万円 

１,０００万円 超  １９５.５万円 

 

 氏名 続柄 年齢 
前年の公的年金 

（老齢年金）収入 
市民税 

＜ケース１＞ 
大津 善助 夫 ８１歳 ２８５万円 課税 

大津 シヅ 妻 ７８歳  ６８万円 非課税 

＜ケース２＞ 
香川 和彦 夫 ８２歳 ３５３万円 課税 

香川 正子 妻 ７７歳 １０２万円 非課税 

＜ケース３＞ 
平尾 浩三 夫 ７６歳 ２５８万円 課税 

平尾 清江 妻 ７４歳 ２２４万円 課税 

※上記の人はいずれも公的年金（老齢年金）のほかに収入はない。 

※上記の人はすべてＹＨ市に居住しており、夫婦はいずれも同一世帯である。 

※いずれの世帯も、上記の人のほかに同一世帯に属する人はいない。 

 

１．＜ケース１＞の大津善助さんの利用者負担割合は、２割である。 

２．＜ケース２＞の香川和彦さんの利用者負担割合は、３割である。 

３．＜ケース３＞の平尾浩三さんの利用者負担割合は、２割である。 

４．＜ケース３＞の平尾清江さんの利用者負担割合は、２割である。 

 

（問題２４） 
 

（設問Ｄ）介護保険法に基づく介護保険制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．市町村の区域内に住所を有する者が６５歳に達したときは、市町村に届け出ることにより、

第１号被保険者の資格を取得する。 

２．要介護認定の更新の申請は、原則として、要介護認定の有効期間満了日の６０日前から有効

期間満了日までの間に行わなければならない。 

３．居宅介護サービス計画を介護支援専門員が作成する場合にかかる費用については、利用者の

自己負担はない。 

４．第１号被保険者は、老齢基礎年金を年額１８万円以上受給している場合、年金から天引きす

る形で保険料が徴収される。 
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（問題２５） 
 

（設問Ｅ）健康保険および厚生年金保険における適用事業所に関する次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。 

 

１．個人の事業所で常時使用する従業員が５人の弁護士事務所は、強制適用事業所とされない。 

２．法人の事業所で常時使用する従業員が１人の飲食店は、強制適用事業所とされる。 

３．一定の短時間労働者を被保険者とする特定適用事業所は、特定労働者の総数が５００人を超

える事業所である。 

４．一定の短時間労働者を被保険者とする特定適用事業所の規模要件を判断する場合は、短時間

労働者を含めた従業員数で判断する。 
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問７ 

 全国健康保険協会管掌健康保険（以下「協会けんぽ」という）に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、

それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題２６） 
 

（設問Ａ）協会けんぽの任意継続被保険者に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．任意継続被保険者となるための申出は、被保険者の資格を喪失した日から２０日以内に行わ

なければならない。 

２．任意継続被保険者でなくなることを希望する旨を申し出た場合、その申出が受理された日の

属する月の末日の翌日に、任意継続被保険者の資格を喪失する。 

３．任意継続被保険者は、初めて納付すべき保険料を除き、正当な理由がなく納付期日までに保

険料を納付しなかったときは、その翌日に任意継続被保険者の資格を喪失する。 

４．任意継続被保険者の標準報酬月額は、被保険者の資格を喪失する前１年間の標準報酬月額を

平均した額である。 

 

（問題２７） 
 

（設問Ｂ）協会けんぽの被扶養者に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載の

ない事項については、被扶養者になる要件を満たしているものとする。 

 

１．被保険者と同一の世帯に属している配偶者（３６歳、障害者ではない）は、年間収入が

１２０万円で、かつ、被保険者の年間収入が３００万円である場合、被扶養者となることが

できる。 

２．被保険者と同一の世帯に属していない弟の配偶者（２１歳、障害者ではない）は、年間収入

が８０万円で、かつ、被保険者からの援助の年額が１００万円である場合、被扶養者となる

ことができる。 

３．被保険者と同一の世帯に属している父の再婚相手（６３歳、被保険者と養子縁組をしていな

い）は、年間収入が１５０万円で、かつ、被保険者の年間収入が３５０万円である場合、被

扶養者となることができる。 

４．被保険者と同一の世帯に属していない父（５９歳、障害者である）は、年間収入が１５０万

円で、かつ、被保険者からの援助の年額が１００万円である場合、被扶養者となることがで

きない。 
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（問題２８） 
 

（設問Ｃ）協会けんぽの被保険者である福岡さんは、私傷病により労務不能となって、２０２３年１０

月に１５日間欠勤し、傷病手当金を請求した。以下の＜資料＞に基づき、福岡さんが受け取

ることができる傷病手当金の合計額として、正しいものはどれか。なお、福岡さんは傷病手

当金の支給要件をすべて満たしているものとし、欠勤日について報酬は支払われないものと

する。 

 

＜資料＞ 
 

［福岡さんの２０２３年１０月の勤務状況］ 

日 月 火 水 木 金 土 

 １  
公休日 

２ 
○出勤 

 ３  
×欠勤 

 ４  
×欠勤 

５ 
○出勤 

６ 
×欠勤 

 ７  
公休日 

 ８  
公休日 

 ９  
公休日 

 １０  
×欠勤 

 １１  
×欠勤 

１２ 
×欠勤 

１３ 
×欠勤 

 １４  
公休日 

 １５  
公休日 

 １６  
×欠勤 

 １７  
×欠勤 

 １８  
×欠勤 

 １９  
×欠勤 

２０ 
×欠勤 

 ２１  
公休日 

 ２２  
公休日 

 ２３  
×欠勤 

 ２４  
×欠勤 

 ２５  
×欠勤 

２６ 
○出勤 

２７ 
○出勤 

 ２８  
公休日 

 ２９  
公休日 

３０ 
○出勤 

３１ 
○出勤 

    

 

［標準報酬月額の状況］ 

２０２２年９月～２０２３年８月の標準報酬月額：３００,０００円 

２０２３年９月～２０２３年１０月の標準報酬月額：３２０,０００円 

 

［傷病手当金の１日当たりの額の計算式（円未満四捨五入）］ 

支給開始月以前の直近の継続した１２ヵ月間の各月の標準報酬月額の平均額×
１

 ３０ 
×

２

 ３ 
 

 

 

１． ８０,８８０円 

２．１０１,１００円 

３．１１４,５８０円 

４．１２８,０６０円 

  

１０円未満四捨五入 
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（問題２９） 
 

（設問Ｄ）協会けんぽの被保険者である川久保さん（５９歳）は、２０２３年９月から傷病手当金を受

給しており、２０２３年１１月３０日に勤務先を退職する予定である。傷病手当金の資格喪

失後の継続給付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載のない事

項については、支給要件を満たしているものとする。 

 

１．川久保さんが１１月２５日から１１月３０日まで年次有給休暇を取得し、３０日に退職する

場合、資格喪失後の継続給付による傷病手当金を受けることができない。 

２．川久保さんが退職後すぐに国民健康保険の被保険者になった場合でも、資格喪失後の継続給

付による傷病手当金を受けることができる。 

３．川久保さんに資格喪失後の継続給付による傷病手当金が支給される場合、同一の傷病による

労務不能状態が継続していれば、その傷病手当金は支給開始日から通算して１年６ヵ月を上

限に支給される。 

４．川久保さんが傷病手当金と同一の疾病により障害厚生年金の支給を受けることができる場合

において、その障害厚生年金の額（同一支給事由の障害基礎年金を受けることができるとき

は、その合算額）の３６０分の１の額が傷病手当金の日額より少ない場合、その差額が資格

喪失後の継続給付による傷病手当金として支給される。 

 

（問題３０） 
 

（設問Ｅ）協会けんぽの被保険者資格喪失後の出産・死亡に係る給付に関する次の記述のうち、最も不

適切なものはどれか。なお、記載のない事項については支給要件を満たしているものとし、

被保険者であった期間については任意継続被保険者であった期間はないものとする。 

 

１．被保険者資格喪失日の前日まで継続して１年以上被保険者であった人が、被保険者の資格を

喪失した日後６ヵ月以内に出産した場合、出産育児一時金を受けることができる。 

２．被保険者の資格喪失後にその被扶養者であった人が出産をしても、家族出産育児一時金は支

給されない。 

３．被保険者資格喪失日の前日まで被保険者であった期間が継続して１年以上ない人の場合は、

資格喪失後の死亡に関する埋葬料または埋葬費は支給されない。 

４．被保険者の資格喪失後にその被扶養者であった人が死亡しても、家族埋葬料は支給されない。 
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問８ 

 公的年金制度の仕組みや受給額等に関する以下の設問Ａ～Ｉについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、解答に当たっては、以下の計算式等を使用してください。また、年金

額の計算に当たっては、計算過程、解答ともに円未満を四捨五入してください。以下、厚生年金保険を

「厚生年金」とします。 

 

［第１号厚生年金被保険者期間に基づく老齢厚生年金の支給開始年齢（一部抜粋）］ 

生年月日 
男子 女子 

定額部分 報酬比例部分 定額部分 報酬比例部分 
昭３１.４.２～昭３２.４.１ － ６２歳 － ６０歳 
昭３２.４.２～昭３３.４.１ － ６３歳 － 〃 
昭３３.４.２～昭３４.４.１ － 〃 － ６１歳 
昭３４.４.２～昭３５.４.１ － ６４歳 － 〃 
昭３５.４.２～昭３６.４.１ － 〃 － ６２歳 
昭３６.４.２～昭３７.４.１ － （６５歳） － 〃 
昭３７.４.２～昭３８.４.１ － 〃 － ６３歳 
昭３８.４.２～昭３９.４.１ － 〃 － 〃 
昭３９.４.２～昭４０.４.１ － 〃 － ６４歳 
昭４０.４.２～昭４１.４.１ － 〃 － 〃 

昭４１.４.２以降 － 〃 － （６５歳） 
 

［特別支給の老齢厚生年金の計算式］ 

（１）定額部分：１,６５７円×被保険者期間の月数（上限４８０月） 

（２）報酬比例部分：（ア）＋（イ） 

（ア）２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

（イ）２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

［経過的加算の額の計算式］ 

定額部分相当額－７９５,０００円×
 ２０歳以上６０歳未満の間の厚生年金被保険者期間の月数 

４８０月
 

 

［老齢厚生年金の配偶者の加給年金額］ ３９７,５００円 

［老齢基礎年金の満額］ ７９５,０００円 

［老齢基礎年金の振替加算額（一部抜粋）］ 

受給権者の生年月日 振替加算額 

１９６０（昭和３５）年４月２日～１９６１（昭和３６）年４月１日 ２１,２６９円 

１９６１（昭和３６）年４月２日～１９６６（昭和４１）年４月１日 １５,３２３円 
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（問題３１） 
 

（設問Ａ）会社員の村瀬寿和さんが６４歳に達する日に会社を退職する場合、退職後に受け取ることが

できる特別支給の老齢厚生年金は、長期加入者特例に該当する。以下の＜資料＞に基づき寿

和さんが受け取ることができる長期加入者特例による特別支給の老齢厚生年金の額として、

正しいものはどれか。なお、長期加入者特例とは、一定の要件を満たす場合に、報酬比例部

分と定額部分が支給され、対象者がいれば加給年金額が加算されるものである。 

 

＜資料＞ 
 

［村瀬さん夫婦のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

村瀬 寿和 本人 

・ １９６０（昭和３５）年１２月９日生まれ（６２歳） 

・ １９７９（昭和５４）年４月にＺＸ社に入社（厚生年金加入）し、

６４歳に達する日まで継続して働く予定である。 

村瀬 彩子 妻 

・ １９６２（昭和３７）年４月２５日生まれ（６１歳） 

・ １９８５（昭和６０）年４月にＺＸ社に入社（厚生年金加入）し、

１９９３（平成５）年３月末日に退職した後は専業主婦である。寿

和さんに生計を維持されており、今後も変わらないものとする。 

 

［寿和さんの厚生年金加入歴等］ 

※寿和さんに上記以外の公的年金加入期間はない。また、寿和さんおよび彩子さんは障害の状態に

ないものとする。 

 

１．１,３４２,７４１円 

２．２,１３７,７４１円 

３．２,５３５,２４１円 

４．２,６４７,９１７円 

  

 

▼ 

６０歳 
▲ 

退職 
▲ 

２００３年 
（平成１５年） 

４月 

▼ 

被保険者期間 

２８８月 

平均標準報酬月額 

３０万円 

被保険者期間 

２１２月 

平均標準報酬額 

５１万円 

 

１９７９年 
（昭和５４年） 

４月 

被保険者期間 

４８月 

平均標準報酬額 

５１万円 

入社 
▲ 
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（問題３２） 
 

（設問Ｂ）（問題３１）の彩子さんの公的年金加入歴等が以下の＜資料＞のとおりである場合、彩子さ

んが６５歳時に受け取ることができる老齢給付の額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［彩子さんの公的年金加入歴等］ 
 

 
※彩子さんに上記以外の公的年金加入期間はない。また、彩子さんは障害の状態にないものとする。 

 

１．７３５,３７５円 

２．８９２,６９５円 

３．９０８,０９０円 

４．９０９,７７０円 

 

（問題３３） 
 

（設問Ｃ）１９５９（昭和３４）年５月生まれの人に６５歳から支給される老齢基礎年金、付加年金お

よび老齢厚生年金の繰下げ受給に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、

これら以外の年金の受給権はないものとする。 

 

１．老齢基礎年金を繰下げ受給する場合、付加年金額も増額される。 

２．老齢厚生年金を繰下げ受給する場合、加給年金額も増額される。 

３．老齢基礎年金と老齢厚生年金の繰下げ受給の申出は、同時に行わなければならない。 

４．７６歳に達した日に繰下げ受給の申出を行った場合、その申出のあった月の翌月分から繰下

げ受給による老齢年金が支給される。 

 

  

▼ 

６０歳 
▲ 

１９９３年 
（平成５年） 

４月 

▼ 

厚生年金被保険者期間 

９６月 

平均標準報酬月額 

２３万円 

国民年金第３号被保険者期間 

３４８月 

１９８５年 
（昭和６０年） 

４月 

入社 
▲ 

退職 
▲ 
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（問題３４） 
 

（設問Ｄ）ＺＯ株式会社に勤務している若杉則夫さんは、事故によって障害の状態となり、現在、障害

年金を受給している。以下の＜資料＞に基づき、則夫さんが現在受給している障害基礎年金

と障害厚生年金の額の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［則夫さんのデータ］ 

・ １９７８（昭和５３）年１０月２０日生まれ（４５歳） 

・ 障害等級は１級である。 

・ 妻（４４歳）、長男（１９歳）、二男（１７歳）および長女（９歳）と同居している。 

・ 妻、長男、二男および長女はいずれも障害の状態になく、則夫さんに生計を維持されている。 

 

［則夫さんの厚生年金加入歴等］ 

 

 

［障害厚生年金（２級）の年金額の計算式］ 

報酬比例部分の年金額＝①＋② 

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

※被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみなして計算する。 

 

［配偶者の加給年金額］ ２２８,７００円 

 

［障害基礎年金（２級）の年金額］ ７９５,０００円 

 

［障害基礎年金の子の加算額］ 

第１子、第２子 １人当たり ２２８,７００円 

第３子以降   １人当たり  ７６,２００円 

 

  

被保険者期間 ２４０月 

平均標準報酬額 ４５万円 

▼ 
２００３（平成１５）年４月 

被保険者期間 ２４月 

平均標準報酬月額 ２５万円 

 

入社 
▲ 

初診日 
▲ 

障害認定日 
▲ 
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１．障害基礎年金 １,４５１,１５０円 障害厚生年金 １,０２２,０７３円 

２．障害基礎年金 １,４５１,１５０円 障害厚生年金 １,１３０,２６０円 

３．障害基礎年金 １,５２７,３５０円 障害厚生年金 １,０２２,０７３円 

４．障害基礎年金 １,５２７,３５０円 障害厚生年金 １,１３０,２６０円 

 

（問題３５） 
 

（設問Ｅ）障害基礎年金および障害厚生年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。な

お、老齢年金は繰上げ請求していないものとする。 

 

１．初診日が２０歳前にある傷病により、２０歳に達した日（障害認定日が２０歳以降の場合は

障害認定日）に障害等級１級または２級の状態にある場合は、保険料を納付したことがなく

ても障害基礎年金を受給することができる。 

２．国民年金の第１号被保険者期間のみを有する人であって保険料の未納がない人は、日本国内

に住所を有し、かつ、６０歳以上６５歳未満の間に初診日がある傷病により、障害認定日に

おいて障害等級１級または２級の状態にあるときは、障害基礎年金を受給することができる。 

３．障害認定日において障害等級に該当しなかった人が、その後６５歳に達する日の前日までの

間に障害の状態が重くなり障害等級に該当することとなった場合は、６５歳に達する日の前

日までの間に事後重症として障害年金の支給を請求することができる。 

４．先に発症した傷病によって障害状態にある人が、その後、初診日において厚生年金被保険者

である新たな傷病により、６５歳に達する日の前日までの間に両方の傷病を合わせて初めて

障害等級１級、２級または３級に該当するときは、障害厚生年金を受給することができる。 
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（問題３６） 
 

（設問Ｆ）ＰＱ株式会社に勤務していた西岡大和さんは、２０２３年８月１５日に病気のため死亡した。

以下の＜資料＞に基づき、大和さんが死亡した時点で、妻の礼子さんに支給される公的年金

の遺族給付の額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［西岡さん家族のデータ］ 

氏名 続柄 備考 

西岡 大和 夫 
・ １９７９（昭和５４）年４月２０日生まれ（死亡当時４４歳） 

・ 大学卒業後、２２歳からＰＱ社に勤務（厚生年金加入）していた。 

西岡 礼子 
本人

（妻） 

・ １９７９（昭和５４）年５月１１日生まれ（４４歳） 

・ ３０歳の時に大和さんと結婚し、以後専業主婦として、大和さんに

生計を維持されていた。 

西岡 早希 長女 
・ ２０１２（平成２４）年６月１４日生まれ（１１歳・小学生） 

・ 大和さんに生計を維持されていた。 

※西岡さん家族は、いずれも障害の状態になく、同一世帯である。 

 

［大和さんの厚生年金加入歴等］ 

 
 

［遺族厚生年金額の計算式］ 

（①＋②）×３／４ 

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
× 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

※短期要件に基づく遺族厚生年金の額は、被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみ

なして計算する。 

 

［中高齢寡婦加算の額］ ５９６,３００円 

［遺族基礎年金の額］ ７９５,０００円 

［子の加算額］ 第１子、第２子 １人当たり ２２８,７００円 

▼ 

死亡 
▲ 

被保険者期間 １２月 
平均標準報酬月額 ２０万円 

２００２年 
（平成１４年） 

４月     

入社 
▲ 

２００３年 
（平成１５年） 

４月 
▼ 

被保険者期間 ２４４月 
平均標準報酬額 ３８万円 
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１．１,４１７,６７４円 

２．１,４８５,３８８円 

３．１,５４８,９９８円 

４．１,６３９,２８４円 

 

（問題３７） 
 

（設問Ｇ）国民年金および厚生年金の遺族給付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

なお、記載のない事項については、支給要件を満たしているものとする。 

 

１．国内に住所を有する６０歳以上６５歳未満の国民年金の被保険者であった人が死亡したとき

は、保険料納付要件を問われることなく、その人の配偶者または子に遺族基礎年金が支給さ

れる。 

２．夫の死亡当時、夫と生計維持関係にあった子のない３０歳未満の妻に対する遺族厚生年金は、

受給権を取得した日から５年間に限り支給される。 

３．夫の死亡によって遺族基礎年金の受給権者となった妻が、死亡した夫の父母の養子となって

も、遺族基礎年金の受給権は消滅しない。 

４．妻の死亡当時、５５歳以上６０歳未満であった子のある夫が遺族基礎年金の受給権者である

ときは、６０歳未満であっても、遺族基礎年金と遺族厚生年金が支給される。 

 

（問題３８） 
 

（設問Ｈ）遺族厚生年金とその他の公的年金との支給調整等に関する次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。なお、記載のない年金の支給要件はすべて満たしているものとする。 

 

１．遺族厚生年金の受給権者が、同一の支給事由による労働者災害補償保険の遺族補償年金を受

給できる場合、遺族補償年金は減額されずに支給され、遺族厚生年金は減額されて支給され

る。 

２．遺族厚生年金の受給権者が、雇用保険の基本手当を受給する場合、基本手当と遺族厚生年金

を併せて受給することができる。 

３．厚生年金の被保険者でもある遺族厚生年金の受給権者に、新たに特別支給の老齢厚生年金の

受給権が発生した場合、引き続き遺族厚生年金を選択して受給したときは、毎月の標準報酬

月額に応じ、遺族厚生年金の一部または全部が支給停止される。 

４．遺族厚生年金の受給権者が６５歳になり、老齢基礎年金と老齢厚生年金の受給権が発生した

場合、老齢厚生年金と遺族厚生年金はどちらか一方を選択して受給することとなる。 

 

  



 
2023年度第2回 ライフプランニング・リタイアメントプランニング 

39 ライフプランニング・リタイアメントプランニング ＮＰＯ法人日本ＦＰ協会 無断複製転載禁止 

（問題３９） 
 

（設問Ｉ）離婚した夫婦間における厚生年金の年金分割制度には、合意分割と３号分割がある。年金分

割制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．合意分割の請求は、離婚から２年を経過するまでの間に請求すべき按分割合に関する審判ま

たは調停の申立てをした場合は、本来の請求期限が経過した後であっても、請求すべき按分

割合を定めた審判が確定した日または調停が成立した日の翌日から起算して６ヵ月を経過す

る日までの間に限り、することができる。 

２．合意分割の請求を行うに当たり、当事者またはその一方は実施機関に対して標準報酬改定請

求を行うために必要な情報の提供を請求できるが、婚姻期間中において、当事者の一方が情

報提供を請求した場合は、他方には通知されない。 

３．２００７年４月１日前の婚姻期間は、合意分割の対象とならない。 

４．２００８年４月１日前の婚姻期間は、３号分割の対象とならない。 
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問９ 

 企業年金や退職金等に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選ん

でください。 

 

（問題４０） 
 

（設問Ａ）確定給付企業年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．遺族給付金を受けることができる遺族とされる配偶者には、加入者の死亡当時に事実上婚姻

関係と同様の事情にあった人は含まれない。 

２．加入者資格喪失後に、再び元の確定給付企業年金の加入者資格を取得した場合、規約で定め

るところにより、前後の加入者期間を合算することができる。 

３．老齢給付金の支給要件を満たす人であって支給の請求をしていない人は、規約で定めるとこ

ろにより、事業主等に老齢給付金の支給の繰下げの申出をすることができる。 

４．脱退一時金を受け取ることができる中途脱退者は、事業主等に脱退一時金相当額を企業年金

連合会に移換することを申し出ることができる。 

 

（問題４１） 
 

（設問Ｂ）確定拠出年金法の中小事業主掛金納付制度（ｉＤｅＣｏ＋）に関する次の記述のうち、最も

適切なものはどれか。 

 

１．中小事業主掛金納付制度を実施できるのは、企業型確定拠出年金、確定給付企業年金および

厚生年金基金を実施していない事業主であって、その使用する第１号厚生年金被保険者であ

る従業員が５００人以下の事業主である。 

２．従業員が個人型確定拠出年金（ｉＤｅＣｏ）に加入していなくても、事業主が運営管理機関

と個別に契約を結び、事業主掛金を拠出することができる。 

３．事業主掛金は、労働組合または労働者の過半数を代表する者の同意を得ていなくても拠出す

ることができる。 

４．加入者掛金と事業主掛金の合計額は、月額５,０００円以上２３,０００円以下でなければな

らない。 
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（問題４２） 
 

（設問Ｃ）自営業者の橋口さん（３３歳９ヵ月）は、老後の年金が老齢基礎年金のみであることに不安

を感じており、国民年金基金への加入を検討している。橋口さんが現時点で以下の＜資料＞

のとおり国民年金基金に加入した場合、６５歳時点で受給することができる年金額（年額）

として、正しいものはどれか。なお、受給年金額（年額）は百円未満を四捨五入すること。 

 

＜資料＞ 
 

［給付の型と加入口数］ 

給付の型 加入口数 受給年金月額（１口当たり） 給付の内容 

１口目 Ａ型 １口 ２０,０００円 ６５歳～終身 １５年保証期間付 

２口目以降 
Ａ型 １口 １０,０００円 ６５歳～終身 １５年保証期間付 

Ⅰ型 １口 １０,０００円 ６５歳～８０歳 １５年確定年金 

 

［加算額の計算］ 

５０歳未満の人が誕生月以外の月に加入した場合、次年齢に達するまでの月数に応じて年金額に

加算額が加算される。 

加算額（年額）＝単位加算額×加算月数×加入口数 

※加算月数は、加入の翌月から次年齢に達する月までの月数 

加入時年齢 
単位加算額 

１口目の年金 ２口目以降の年金 

３３歳 １口 ９２８円 １口 ４６４円 

３４歳 １口 ９６０円 １口 ４８０円 

 

１．４８４,２００円 

２．４８５,６００円 

３．４８５,８００円 

４．４９６,７００円 
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（問題４３） 
 

（設問Ｄ）個人事業主の米田さん（３９歳）は、６０歳になったら長男に事業の全部を譲渡することを

考えており、その後の老後資金確保のため、小規模企業共済制度への加入を検討している。

以下の＜資料＞に基づき、米田さんが受け取ることができる基本共済金（以下「共済金」と

いう）の額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［米田さんの加入内容等］ 

・ ４０歳から６０歳になるまで２０年間加入 

・ 共済金は、事業の全部を譲渡した後に請求し一括で受け取る。 

・ 掛金月額の推移 ４０歳加入時：１５,０００円 

５０歳から ：４０,０００円（２５,０００円増額） 

５５歳から ：７０,０００円（３０,０００円増額） 

 

［共済金に関する事項］ 

共済金の額は、請求事由、掛金月額、掛金納付月数によって算定される。 

共済金Ａ：個人事業主については、個人事業を廃業したとき、配偶者または子へ事業の全部を譲

渡したとき、共済契約者が死亡したとき 

共済金Ｂ：個人事業主については、１８０月以上掛金を払い込んだ者が６５歳以上になったとき 

準共済金：個人事業を法人成りした結果、加入資格がなくなったため、解約をしたとき 

 

［掛金１口（５００円）当たりの共済金の額］ 

掛金納付月数 共済金Ａ 共済金Ｂ 準共済金 

 ６０月  ３１,０７０円  ３０,７３０円  ３０,０００円 

１２０月  ６４,５３０円  ６３,０４０円  ６０,０００円 

１８０月 １００,５５０円  ９７,０２０円  ９０,０００円 

２４０月 １３９,３２０円 １３２,９４０円 １２０,９７５円 

３６０月 ２１７,４００円 ２１０,５９０円 １９１,６３７円 

 

１．８,４２９,２５０円 

２．８,６５１,８００円 

３．８,７７１,３００円 

４．９,２７０,３００円 
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（問題４４） 
 

（設問Ｅ）成田さんは勤務するＹＺ社を２０２３年１０月に退職し、退職一時金を受け取った。以下の

＜資料＞に基づき、成田さんの２０２３年分の所得税に係る退職所得の金額として、正しい

ものはどれか。なお、成田さんは、＜資料＞以外に退職手当等の支払いを受けたことはない。 

 

＜資料＞ 
 

・ 成田さんのＹＺ社の勤続期間：４年２ヵ月 

・ 成田さんが受け取った退職一時金の額：７００万円 

※当該退職金は短期退職手当等に該当する。 

※障害者になったことに起因する退職ではない。 

※退職所得に関する手続きについては適正に行われている。 

 

短期退職手当等に係る退職所得の金額は、次に掲げる区分に応じて計算する。 

（１）「収入金額－退職所得控除額」≦ ３００万円の場合 

退職所得の金額＝（収入金額－退職所得控除額）×１／２ 

（２）「収入金額－退職所得控除額」＞ ３００万円の場合 

退職所得の金額＝１５０万円＋｛収入金額－（３００万円＋退職所得控除額）｝ 

 

１．２５０万円 

２．２７０万円 

３．３５０万円 

４．３９０万円 
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問１０ 

 中小法人・個人事業主の資金計画に関する以下の設問Ａ、Ｂについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。 

 

（問題４５） 
 

（設問Ａ）以下の＜資料＞に基づくＱＣ社の資金繰りに関する下表の空欄（ア）にあてはまる数値とし

て、正しいものはどれか。なお、現金残高の計算は、＜資料＞の取引のみを考慮するものと

する。 

 

＜資料＞ 
 

［ＱＣ社の売上と仕入の実績］ 

 ７月 ８月 ９月 １０月 

現金売上   ６００万円   ５００万円   ９００万円   ８００万円 

掛 売 上 ２,５００万円 ２,２００万円 ２,８００万円 ２,４００万円 

現金仕入   ５００万円   ６００万円   ７００万円   ４００万円 

掛 仕 入 １,６００万円 １,５００万円 １,９００万円 １,６００万円 

 

［ＱＣ社の取引条件］ 

○掛売上の回収 

・ 売上の翌月末日に、代金の６割を現金で受け取り、４割を手形で受け取るものとする。 

・ 手形の振出日から支払期日までの期間は１ヵ月であり、期日に決済されるものとする。 

○掛仕入の支払 

・ 仕入の翌々月末日に、代金の５割を現金で支払い、５割を手形で支払うものとする。 

・ 手形の振出日から支払期日までの期間は２ヵ月であり、期日に決済されるものとする。 

 

［ＱＣ社の資金繰り表（一部）］ 

 ９月末日 １０月末日 

現金残高 １,０００万円 （ ア ）万円 

 

１．１,３８０ 

２．２,２６０ 

３．２,３３０ 

４．３,２１０ 
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（問題４６） 
 

（設問Ｂ）中小企業倒産防止共済法に基づく経営セーフティ共済に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）

にあてはまる語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

・ 共済金の借入限度額は、被害額（回収が困難となった売掛金債権等）または掛金総額の１０倍

に相当する額のいずれか少ない額となる。借入額は原則として、５０万円から（ ア ）まで

で、５万円単位で借入れすることができる。 

・ 共済金を借り入れた後は、共済金の借入額の（ イ ）に相当する額が払い込んだ掛金から控

除される。 

・ 一時貸付金は、取引先事業者が倒産していなくても、共済契約者が臨時に事業資金を必要とす

る場合に借入れできる制度であり、解約手当金の（ ウ ）を上限として借入れすることがで

きる。 

 

１．（ア）８,０００万円 （イ）１０分の１ （ウ）９５％ 

２．（ア）８,０００万円 （イ）２０分の１ （ウ）８０％ 

３．（ア）１億円     （イ）１０分の１ （ウ）８０％ 

４．（ア）１億円     （イ）２０分の１ （ウ）９５％ 
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問１１ 

 ＣＦＰ認定者にとって、リタイアメントプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集してお

くことは大切です。以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。 

 

（問題４７） 
 

（設問Ａ）任意後見制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．任意後見契約が締結された場合、任意後見契約の内容が法務局に嘱託登記される。 

２．任意後見受任者は、家庭裁判所の許可を得ることなく、いつでも任意後見契約を解除するこ

とができる。 

３．任意後見受任者は、任意後見契約で定めている代理権を行使することができる。 

４．任意後見人は、報酬に関する特約がなければ、委任者に対して報酬を請求することができな

い。 

 

（問題４８） 
 

（設問Ｂ）自筆証書遺言の保管制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．法務局に保管を申請する自筆証書遺言による遺言書は、法務省令で定める様式に従って作成

された無封のものでなくてはならない。 

２．遺言者本人が病気のため法務局へ出頭できない場合には、代理人による遺言書の保管の申請

ができる。 

３．自筆証書遺言による遺言書の保管の申請は、他に保管している遺言書がない場合、遺言者の

住所地もしくは本籍地または遺言者が所有する不動産の所在地を管轄する法務局にしなけれ

ばならない。 

４．法務局に保管されている自筆証書遺言による遺言書については、家庭裁判所の検認を受ける

必要はない。 

 

（問題４９） 
 

（設問Ｃ）高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）に基づくサービス付き高齢者向け

住宅に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．共用部分に共同利用するための適切な台所を備え、それによって各居住部分に備える場合と

同等以上の居住環境が確保できる場合であっても台所は各居住部分に備える必要がある。 

２．事業者は、状況把握（安否確認）サービスと生活相談サービスの提供をする必要がある。 

３．事業者は、賃貸借方式の契約の場合、入居者から入居時に敷金を受領することができるが、

権利金を受領することはできない。 

４．事業者は、入居者の病院への入院および心身の状況の変化を理由として、入居者との合意な

く賃貸契約を解約することはできない。 
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（問題５０） 
 

（設問Ｄ）各都道府県の社会福祉協議会が行っている「不動産担保型生活資金貸付制度（要保護世帯向

けを除く）」に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載のない事項

については考慮しないものとする。 

 

１．貸付けの対象となる世帯の構成員は、原則として６５歳以上でなければならない。 

２．建物のみ所有している場合やマンション等の集合住宅は貸付けの対象とならない。 

３．担保となる居住用不動産に賃借権等の利用権および抵当権等の担保権が設定されていないこ

とが、貸付けの条件とされている。 

４．貸付契約終了前に貸付元利金が貸付限度額に達した場合、契約の終了まで担保となっている

住宅に住み続けることができなくなる。 

 

 


